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本稿では，労働者の転職（job-to-job transitions）とマクロ経済とのかかわりについて展
望する。まずは米国におけるマクロ的な転職率の測定について，Current Population 
Survey （CPS）と Longitudinal Employer-Household Dynamics （LEHD） の二つのデータ
セットを紹介する。米国の最近のデータを見ると，（転職数を就業者数で割った）転職率
はマクロ的には順循環的な動きをしていることがわかる。景気循環との関連では転職のフ
ローは失業者が就業するフローと似た動きをしており，この性質は転職のフローが主に労
働需要側の要因によって決定されていることを示唆している。次に，転職と景気循環との
関係について理解を深めるために，簡単なジョブラダーモデルを定式化し，転職の可能性
がマクロ経済の動きとどのように連動するかを説明する。好況・不況によって就業中の労
働者が転職のオファーを受ける確率が変化すると，まずこの確率の変化は機械的に転職率
を変動させる。それに加え，この変化は労働者が仕事を受けるインセンティブにも影響を
与える。さらに，転職率の変化，また失業と就業との間のフローの変化を通じて経済全体
でのマッチの質の分布も変動する。最近の研究では，こうした基本的なジョブラダーモデ
ルの比較的簡単な拡張によって，景気循環の各局面で作られるマッチのパターンを説明で
きることが示されている。また，マッチの質を生産性と解釈すると，転職の可能性が変わ
ることで生産性の分布も変化し，マクロ的な生産性も転職の容易さに影響を受けることを
示すことができる。
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Ⅰ　は じ め に

　本稿では，労働者の転職（job-to-job transitions）
とマクロ経済とのかかわりについて展望する。ま
ずは米国におけるマクロ的な転職率の測定と近年
の動向についてまとめ，その後いくつかの理論的

な論点を整理する。本稿では「転職」を，「間に
就業しない期間を挟まない，異なった雇用主の間
での移動」と定義する。
　マクロ経済学においておそらく最も注目される
労働市場の指標は失業率である。転職はその定義
上失業を伴わないため，マクロ分析においては捨
象されることが多い。失業を重視する立場から
は，職があるならば，どこで働いていようがそれ
ほど重要なことではない，という考え方もあろ
う。その一方，個々の労働者からすればどこで働
いているかは賃金や生活の質に大きな違いをもた
らすことも多く，またマクロ的にも「適材適所」
の観点からすれば適切に労働力を配分できるかど
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うかは重要な関心事である。
　早くから転職の重要性に着目するマクロ経済学
者もいなかったわけではない。例えば Tobin 

（1972）は，転職を考えることで，（当時ポピュラ
ーになりつつあった）自発的な離職によって失業
を説明しようとする理論を批判した。この失業理
論においては，労働者はより良い職を探すため
に，自発的に離職し失業プールに入ってサーチ活
動を行う。Tobin はこの労働者の振る舞いに関す
る仮定を非現実的と批判し，多くの人々は現在の
職を離れることなく職探しを行うことで（on-the-
job search）新たな職を見つけているという事実
を指摘している。実際，もし現在の職に不満を持
つすべての人が一度失業してからでないと新しい
仕事を見つけられないならば，現実に見られるよ
りもさらに多くの人が失業を経験しなければなら
ないと考えられる。この観点からは，転職は失業
を代替する活動と考えることもできる。
　転職の分析により大きな注目が集まったのは，
マクロ経済学で「労働市場のフローアプローチ」
と呼ばれるアプローチが大きな潮流となった
1990 年代からである。「フローアプローチ」は，
労働者のフロー，つまり異なった状況（異なった
就業状態や異なった雇用主など）の間での移動がマ
クロ経済の働きに重要な役割を持つと考える。失
業と就業の間での移動などと並んで，転職はこの
ような移動の一つである。転職に関する測定が進
むとともに，例えば（転職数を就業者数で割った）
転職率がマクロ経済の状況とどのように関わって
いるか，その背後にあるメカニズムは何か，また
転職のマクロ経済的な意義は何か，といったこと
について，近年考察が深まってきた。本稿ではこ
のような「転職のマクロ経済学」の最近の研究に
ついて紹介したい。

Ⅱ　米国における転職率の測定と動向

　転職率の測定は失業率や労働参加率などの測定
に比べて比較的多くの困難を伴う。まず，転職率
はフロー（ある期間の間の転職数）をストック（就
業者の数）で割った割合であり，分子の計算には
同一の労働者のある時点からある時点の間での転

職を測定しなくてはならないため，多くの労働者
を多時点で追うパネルデータを必要とする。ま
た，各労働者について，単に働いているかいない
かだけでなく，どの雇用主のもとで働いているか
に関する情報を得なければならない。そのため，
マクロレベルで信頼のできる転職率の測定が行わ
れるようになったのは比較的最近のことである。
　米国における近年の転職率の測定について一つ
の 出 発 点 と な る の が Fallick and Fleischman 

（2004）の研究である。彼らは，1994 年から再デザ
イ ン さ れ た 米 国 労 働 統 計 局（Bureau of Labor 
Statistics） の Current Population Survey （CPS）
を用い，転職率の測定を行っている。CPS は米国
における労働市場の代表的なサーベイデータであ
り，例えば月ごとに公表される失業率の統計は
CPS に基づいて計算されている。CPS では，1994
年の再デザイン時に転職をより正確に測れるよう
にサーベイ方法の改善がなされた。具体的には，
サーベイ時に前回の回答にあった雇用主を明示的
に示したうえで「今も同じ雇用主のもとで働いて
いるか」を尋ねるようになった（“dependent in-
terviewing” と呼ばれる）。Fallick and Fleischman 

（2004）は，この再デザイン後のデータを用いて，
転職率の時系列の構築を行った（データ系列は
https://www.federalreserve.gov/econres/feds/
employer-to-employer-flows-in-the-us-labor-market-
the-complete-picture-of-gross-worker-flows.htm から
アクセスできる）。なお，Fujita, Moscarini and 
Postel-Vinay （2020） は，2007 年に CPS のサーベ
イ方法にさらなる変更があったこと，また近年に
おいてこの変更による誤差が広がっていることを
指摘している。
　また，2000 年代に入り，米センサス局（Census 
Bureau）も，政府の業務データを用いて企業と労
働者がマッチされたデータセットの構築を始め
た。 こ れ が， 現 在 は Longitudinal Employer-
Household Dynamics （LEHD） と呼ばれるデータ
セットである。LEHD のマイクロデータのアクセ
スには制限がかかっているが，LEHD に基づいた
さまざまな統計がセンサス局のウェブサイトで公
表されている（https://lehd.ces.census.gov/）。ここ
で用いるデータはこのうち Quarterly Workforce 
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Indicators （QWI） と Job-to-Job Flows （J2J） と名
付けられた統計に基づいている。LEHD について
より詳しくは，Hyatt and McEntarfer （2012） に
よる紹介も有用である。
　なお，このようなデータセットは観察の頻度が
月に一度，あるいは四半期に一度であるため，あ
る観察日と次の観察日との間に起こった複数の転
職や極めて短期間の失業などを捉えることができ
ない。この問題はタイム・アグリゲーション

（time aggregation） の 問 題 と 呼 ば れ て い る が，
Mukoyama （2014） は転職のデータを含む労働市
場のフローデータに関してタイム・アグリゲーシ
ョンを補正する方法を開発し，CPS のデータでは
この問題は時系列的な動きの性質に大きな違いを
もたらさないことを示している。したがって，以
下ではタイム・アグリゲーション補正を行わない
データを用いる。
　図 1 は，この二つのデータセットの公表された
データから計算できる転職率を時系列でプロット
したものである。詳しいデータアクセス等は付論
を参照してほしい。実線は CPS で計測された転
職率であるが，原系列は月次のため，四半期に合
わせるために 3 カ月の和を取っている（もちろ
ん，上記のタイム・アグリゲーションの問題がある
ため四半期データとの対応は正確ではない）。破線は
LEHD から計測された四半期ごとの転職率であ
る。双方とも，四半期ダミー変数を入れて回帰を
行い，（第 4 四半期を基準として）その要素を取り

除くことで季節調整を行っている。全く異なった
データソースながら，双方の系列はレベルも動き
も似通っていることが見てとれる。
　レベルを見ると，四半期あたり 3％から 8％前
後まで，非常に大きな数字となっていることがわ
かる。例えば四半期に 5％の転職率ということ
は，従業員 20 人の会社があると，四半期に一人
は転職によりいなくなる計算になる。労働力の再
配分という観点から見ると，米国の労働市場では
日常的に大きな再配分がなされていることがわか
る。もう少し別の数字と比べると，CPS において
グラフにあらわれる期間（1995 年第 4 四半期から
2019 年第 2 四半期）の月次転職率の平均がおよそ
2％である一方，就業から失業に移るフローの就
業者ストックに対する比率はおよそ 1.2％であり

（就業から非労働力人口に移る比率が 2.7％），会社を
離れる理由としては転職の方が失業よりも 1.6 倍
も大きいことになる。この意味で，Tobin （1972）
がマクロ経済的な視点から転職による再配分を強
調したことはデータから見ても理にかなっている
と言える。
　図 1 において，影になっている部分は National 
Bureau of Economic Research （NBER） が発表し
ている不況の時期（https://www.nber.org/research/ 
business-cycle-dating）に対応する。ここでいう

「不況」は大雑把には失業率が上昇し GDP が低下
する局面に該当する。2001 年の不況はいわゆるド
ットコムバブル崩壊後の不景気，2007 年から 2009
年にかけての不況は金融危機後のいわゆる Great 
Recession （「大不況」），2020 年の不況は COVID-19
による経済不振に対応する。図から明らかなの
は，転職率は強い順循環性を持つ，という点であ
る。2010 年代の上昇の度合いについて CPS と
LEHD で違いが見られるものの，転職率が不況
期に鋭く下降し，好況期に緩やかに上昇するとい
うパターンはどちらのデータセットでもはっきり
と見ることができる。この順循環性は，転職のメ
カニズムについて重要な示唆を与える。次節でよ
り詳しく議論したい。
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図 1　米国における転職率

出所：Fallick and Fleischman （2004）, US Census Bureau。
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Ⅲ　景気循環と転職

　近年のデータ分析によって明らかになった事実
の一つは，転職率がマクロ経済の動向と密接なか
かわりを持つということである。前節で見たよう
に，転職率は景気が良くなると上昇し，景気が悪
くなると下落する傾向がある。つまり，転職率は
順循環的である。これは転職のメカニズムについ
て何を意味し，また転職率の変動はマクロ経済に
どのような影響をもたらすだろうか。
　そもそも転職は，もともとの職からの「離職」
と新たな職への「就職」が同時に起こったものと
考えられる。よく知られているように，就業者が
失業者になる「離職のフロー」と失業者が就業者
になる「就職のフロー」は景気に対して正反対の
関係を持つ。参考のため，付論（図 2 ～図 4）で
は，CPS から「就業」「失業」「非労働力」の間の
6 つのフロー率（出発点のストックとの比率で測っ
た移動数の比率）をプロットしている。
　就業から失業へのフローは，就業者の中での割
合として測ると，反循環的に動く。つまり，就業
者は景気が悪いときの方が職を失いやすい。一
方，失業から就業へのフローは，失業者の中での
割合として測ったとき，順循環的に動く。つま
り，失業者は景気が良いときの方が職を見つけや
すい。上記の図 1 と付論の図 3 とを比べてもわか
るように，転職は後者（失業から就業へのフロー）
と似た動きをするため，自発的な「就職」の側の
側面が転職の循環的な動きを支配していると考え
られる。実際，現在の雇用主からの離職を「転
職」と「失業・非労働力人口への移動」との 2 種
類の代わりに「自発的離職（quit）」と「その他
の離職」との 2 種類に分類した場合，転職と自発
的離職との間には大きな重なりがあることが知ら
れている。例えば，Akerlof, Rose and Yellen （1988）
は National Longitudinal Survey of Mature Men, 
1969-1971 を用いて，自発的離職のうち 77% が
転職であると推計している（彼らの Table 4）。
　一般的に，景気循環の各局面における労働市場
の動きは，労働需要と労働供給の双方の要因に影
響を受ける。近年の研究は，失業から就業へのフ

ローの循環的な動きは主に労働需要側の動きを反
映 し て い る こ と を 示 唆 し て い る。 例 え ば，
Mukoyama, Patterson and Şahin （2018） などが失
業者のジョブサーチ活動（労働供給側の就業への
努力）が反循環的であることを示している一方，
多くの求人に関する研究は，ベヴァリッジ曲線

（Beveridge Curve）の存在が示唆するように，労
働需要側の求人努力が順循環的であることを示し
ている（ベヴァリッジ曲線については，例えば
Elsby, Michaels and Ratner 2015 を参照）。転職の順
循環的な動きを考えると，転職も失業から就業へ
のフローと同様のメカニズムによって動いている
と考えるのが自然である。したがって，転職した
い労働者にとって転職が実現するか否かは，失業
者にとってと同様，マクロ的には主に労働需要の
動向に左右されると考えられる。
　転職は多くの場合自発的に行われることから，
転職した先は転職する前に比べてその個人にとっ
て「より良い職」であると考えるのが自然であ
る。実際，平均を見ると，転職後の職における時
間あたり賃金は転職前に比べて高くなっている。
Tjaden and Wellschmied （2014） による米国セン
サス局の Survey of Income and Program Partici-
pation （SIPP） を用いた推計では，一度の転職に
よって時間あたり賃金が平均して 3.3％上昇して
いる。労働所得を見ると上昇幅はさらに大きく，
Hyatt and McEntarfer （2012） の LEHD を用いた
推計では中位値で 6％から 11％の上昇を観察して
いる（彼らの Figure 1）。Fallick, Haltiwanger and 
McEntarfer （2012） でも同じ職にとどまった人の
労働所得上昇の中位値が（四半期で）2％であるの
に対し，転職者の中位値は 10％となっている

（彼らの Table 4a）。労働所得の上昇幅が賃金の上
昇幅よりも大きいのは，パートタイムからフルタ
イムへの転職など，転職後の労働時間の上昇によ
るものと推測できる。Topel and Ward （1992） は，
若年男性のキャリアの最初の 10 年間の労働所得
上昇のうち，40％は転職によるもの，と推計して
いる。
　もちろん，転職によって必ず賃金が上がるわけ
ではなく，転職によって賃金が下がるケースも存
在する。実際，Tjaden and Wellschmied （2014）
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の SIPP サンプルでは，およそ 3 分の 1 の転職に
おいて賃金が下がっている。この現象は労働者が
賃金のみを追い求めていても説明がつくケースも
ある（近い将来の解雇を見越した転職の場合や当初
の賃金は下がっても将来の賃金上昇が見込める場合
など）が，多くのケースでは賃金に現れない職の
性質（職場環境，通いやすさ，仕事のきつさや危険
度，その他の福利厚生など広い意味での「アメニテ
ィ」）が新たな職でより優れているためと考えら
れる。また，賃金が下がっても安定的な職を求め
る人も多いだろうから，職の安定性も賃金に代替
する要因と考えることができる。最近の研究で
は，例えば Sorkin （2018） がこういった賃金以外
の職の性質を転職の要因として強調している。
　では，景気循環の局面によって転職の確率が上
下動することは，マクロ的にはどのような意味を
持つだろうか。ここでは，簡単なモデルを定式化
することで，いくつかの論点について整理してい
きたい。本節で考えるモデルは，いわゆるジョブ
ラダーモデル（job ladder model）と呼ばれるもの
である。転職を繰り返すことでより良い職に次々
と移っていく様子が梯子を上る様子に喩えられる
ところからこのような名称で呼ばれている。以下
のモデルは Baydur and Mukoyama （2020） のモ
デルを簡略化したものである。
　単純化のために，労働者は就業しているか失業
しているかのどちらかとする。労働者は就業して
いる間は 𝑧 + 𝑥 単位の賃金を受け取る。このうち
𝑥 の値は労働者と企業のマッチに特有の「マッチ
の質（match quality）」であり，したがって労働
者は雇用主を変えるごとに異なった 𝑥 を受け取る
ことになる。後に詳しく論じるように，𝑥 は賃金
に限らず上で議論したような広義のアメニティを
含むと考える方が適切である。𝑧 はマクロ的なシ
ョックを示し，すべての労働者にとって共通の値
をとる。失業した労働者は，各期に 𝑏 の所得を受
け取ることとする。この 𝑏 は失業保険の受け取り
と考えてもいいし，家庭内労働の価値や余暇を楽
しむ時間からの効用と解釈してもよい。
　期間が離散的な無限期間モデルを考える。各期
の最初に，まずマクロ的なショック 𝑧 の値が明ら
かになる。その後，就業している労働者は，確率

的に三つの異なったケースに置かれることとす
る。まず，確率 𝜆𝑒(𝑧 ) で，今ある職とは別の新し
い会社からオファーが届く。この確率は 𝑧 の関
数，すなわち，マクロ的な状況がオファーの確率
に影響するとする。新しいオファーの 𝑥 の値はラ
ンダムに与えられる。この場合，労働者には今の
会社にとどまる，新たな会社に転職する，失業プ
ールに入る，という 3 つの選択肢が存在する。あ
るいは，確率 𝛿(𝑧 ) で，現在の職から解雇（レイ
オフ）される。解雇される確率もマクロ経済状況
𝑧 の関数である。この場合，労働者には失業する
ほかに選択肢はない。最後のケースは，オファー
も解雇も行われないケースである。確率 �1 − 
𝜆𝑒(𝑧 ) − 𝛿(𝑧 )� で労働者はこの場合の二つの選択
肢，つまり今の会社にとどまるか失業プールに入
るか，からの選択を行うことになる。
　失業者にとっては次の二つのケースがある。確
率 𝜆𝑢(𝑧 ) で新たな職のオファーが届く。オファー
の確率は再び 𝑧 の関数である。この場合も新たな
職の 𝑥 の値はランダムに与えられる。この場合，
労働者は失業プールにとどまるかオファーを受け
るかの選択を行う。確率 �1 − 𝜆𝑢(𝑧 )� でオファー
は届かず，この場合労働者は失業したままという
ことになる。
　単純化のために労働者は無限に生きることとし
よう。また，オファーされる 𝑥 の確率分布は
𝐺𝑒(𝑥) の累積分布関数を持ち（つまりオファーが 𝑥

以下である確率が 𝐺𝑒(𝑥)），𝑧 はマルコフ過程にした
がって今期の 𝑧 が与えられたとき次期の 𝑧 ′（プラ
イムは次期の変数を表す）は 𝐹(𝑧 ′|𝑧 ) の（条件つき）
分布関数を持つとする。すると労働者の最適化問
題は定常的な動的計画問題として表現することが
できる。マクロショックの値が 𝑧 で今の会社との
マッチの質が 𝑥 の職を持つ就業者の価値関数（将
来にわたる収入の期待現在価値）を 𝑊(𝑥, 𝑧 ) とし，
失業者の価値関数を 𝑈(𝑧 ) とすると，就業してい
る労働者のベルマン方程式は次のように書ける。

𝑊(𝑥, 𝑧 ) =  𝑧  + 𝑥 +  𝛽𝐸𝑥′, 𝑧 ′�𝜆𝑒(𝑧 ′)max{𝑊(𝑥, 𝑧 ′),  
𝑊(𝑥′, 𝑧 ′), 𝑈(𝑧 ′)} + 𝛿(𝑧 ′)𝑈(𝑧 ′)  
+  �1 − 𝜆𝑒(𝑧 ′) − 𝛿(𝑧 ′)�max{𝑊(𝑥, 𝑧 ′),  
𝑈(𝑧 ′)} |𝑧 �.



日本労働研究雑誌50

右辺の最初の部分 𝑧 + 𝑥 は今期の収入，残りの部
分はその後の収入の期待割引現在価値である。パ
ラメータ 𝛽 は 0 と 1 の間の値を取り，労働者の
割引因子（一期後の所得を現在の所得に比べてどれ
だけ割り引いて評価するか）を表している。オペレ
ータ 𝐸𝑥′, 𝑧 ′[�|𝑧 ] は，現在の 𝑧 を与えられた上での 𝑥′
と 𝑧 ′ についての条件付き期待値を計算する。期
待値オペレータの中に入っているのが，来期の最
初にある三つのシナリオである。まず，𝜆𝑒(𝑧 ′) の
確率でマッチの質が 𝑥′ の他の会社からオファー
を受け取り，𝑥′ を見た上で今の会社にとどまる
か，新たな会社に転職するか，失業プールに入る
かを決める。あるいは，𝛿(𝑧 ′) の確率でレイオフの
ショックを受け，失業する。残りの確率 �1 − 
𝜆𝑒(𝑧 ′) − 𝛿(𝑧 ′)� で，新たなオファーもレイオフも
起こらず，このケースでは今の会社に残るか失業
するか，という選択肢になる。
　失業している労働者のベルマン方程式は，次の
ようになる。

𝑈(𝑧 ) =  𝑏 + 𝛽𝐸𝑥′, 𝑧 ′�𝜆𝑢(𝑧 ′)max{𝑊(𝑥′, 𝑧 ′), 𝑈(𝑧 ′)}  
+  �1 − 𝜆𝑢(𝑧 ′)�𝑈(𝑧 ′)�.

この場合は今期の収入は 𝑏，来期になると二つの
可能なシナリオがあり，𝜆𝑢(𝑧 ′) の確率で新しい職
のオファーがあり，オファーを受けるかどうかの
選択を行う。残りの �1 − 𝜆𝑢(𝑧 )� の確率でオファ
ーはなく，失業したままとなる。失業者にオファ
ーされる 𝑥 の確率分布は 𝐺𝑢(𝑥) の分布関数を持つ
と仮定する。
　転職が起こるのは，就業している労働者が 𝑥′ ≥ 
𝑥 の新しいオファーを受け，さらに 𝑊(𝑥′, 𝑧 ′) ≥ 
𝑈(𝑧 ′) の場合である。この比較は失業者が就職す
る条件 𝑊(𝑥′, 𝑧 ′) ≥ 𝑈(𝑧 ′) と似通っているが，現在
の職の 𝑥 に比べて 𝑥′ ≥ 𝑥 という追加の条件がつい
ている。したがって，たとえオファーを受ける 𝑥
の分布が同じ（𝐺𝑒(𝑥) = 𝐺𝑢(𝑥)）でも，失業者の就
職に比べて転職の頻度は低くなることになる。実
際，Fallick and Fleischman （2004） のデータでも，
失業から就業に移動する比率は（図 1 の CPS の期
間において）月次で 25％ほどであるため，転職の
頻度に比べて 10 倍以上大きくなっている。
　また，𝑥′ ≥  𝑥 という条件が課されているという

ことは，失業のショックを受けないかぎり，転職
の度に 𝑥 の値は上がっていくことになる。「ジョ
ブラダーモデル」という名称は，𝑥 について梯子

（ladder）を上っていくように単調に上昇してい
くことからついたものである。なお，このモデル
では失業するとまた梯子を一段目から上がってい
かなければならない。したがって，𝑥 を賃金と考
えたときには，失業の後の賃金のロスは大きく，
もとのレベルに戻るまでに時間がかかることとな
る。もちろん，失業のたびに初任給に戻るという
ような設定は多くの場合現実的ではないため，よ
り定量的なモデルでは新たな 𝑥 の分布がもとの 𝑥
のレベルに依存したり，賃金が他の要因にも影響
されるというような工夫が必要となる。
　転職する条件の一つ 𝑥′ ≥  𝑥 のもう一つの含意
は，𝑥 を賃金と解釈した場合，転職のたびに必ず
賃金が上昇するということである。上で述べた通
り，この結果はデータと整合的でない。（Tjaden 
and Wellschmied（2014）のデータでは，3 分の 1 ほ
どの転職は賃金の下落を伴っている。）既存の研究
では，この齟齬についていくつかの解決策が提示
されている。おそらく最も単純で，実証研究と照
らしてリーズナブルなのは，𝑥 を賃金のみで解釈
せず，その他のアメニティも含むと考えることで
ある。他には，「拒否することができない（たと
え 𝑥′ が低くても今の会社から移らなくてはならない）
ジョブオファー」を追加的に導入したり，賃金成
長率や職の安定性といったその他の要因によって
職の差別化を行う，というような仮定を置く理論
モデルもある。
　以下で使うために，関数 ℐ𝑟(𝑥, 𝑥′, 𝑧 ) を，max 
{𝑊(𝑥, 𝑧 ), 𝑊(𝑥′, 𝑧 ), 𝑈(𝑧 )} において最初の選択肢

（同じ職に残る）が最大の場合に 1 をとりその他の
場合に 0 となるような関数，また ℐ𝑠(𝑥, 𝑥′, 𝑧 ) を，
max{𝑊(𝑥, 𝑧 ), 𝑊(𝑥′, 𝑧 ), 𝑈(𝑧 )} において二つ目の選
択肢（転職する）が最大の場合に 1 をとりその他
の場合に 0 となる関数と定義する。同様に，ℐ𝑒(𝑥, 
𝑧 ) を max{𝑊(𝑥, 𝑧 ), 𝑈(𝑧 )} において最初の選択肢の
方が大きい場合に 1 をとってその他の場合に 0
となる関数とする。
　全体の人口（ここでは非労働力人口を考えていな
いので，労働力人口と同じである）を 1 に標準化
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し，𝑡 期において就業している労働者の数を ℰ𝑡，
失業者の数を 𝒰𝑡 とすると，

ℰ𝑡 +  𝒰𝑡 =  1

が常に成り立つ。𝑡 期において就業者の中で 𝑥 の
値が 𝑥� より低い人の割合を 𝑀𝑡(𝑥�) とすると，次期
において 𝑥 の値が 𝑥� よりも小さな就業者の数 𝑀𝑡+ 1 
(𝑥�)ℰ𝑡+ 1 は次のように表すことができる。

𝑀𝑡+ 1(𝑥�)ℰ𝑡+ 1=   𝜆𝑢(𝑧 𝑡+ 1)�    ℐ𝑒(𝑥�, 𝑧 𝑡+ 1)𝑑𝐺𝑢(𝑥�)(1−ℰ𝑡)

 + 𝜆𝑒(𝑧 𝑡+ 1)�    �    �ℐ𝑠(𝑥�, 𝑥′, 𝑧 𝑡+ 1) 

 +  ℐ𝑟 (𝑥�, 𝑥′, 𝑧 𝑡+ 1)�𝑑𝐺𝑒(𝑥′)𝑑𝑀𝑡(𝑥�)ℰ𝑡 

 + �1−𝜆𝑒(𝑧 𝑡+ 1)−𝛿(𝑧 𝑡+ 1)��    ℐ𝑒(𝑥�, 𝑧 𝑡+ 1)

 𝑑𝑀𝑡(𝑥�)ℰ𝑡.

　右辺の最初の項はこのカテゴリー（𝑥 の値が 𝑥� よ
り小さい人々）に新たに入ってくるフローで，今
期失業していて新たな職のオファー 𝑥� を受けた人
の中でオファーが 𝑥� よりも低く（𝑥� ≤ 𝑥�）なおかつ
オファーを受けると決めた（ℐ𝑒(𝑥�, 𝑧 𝑡+ 1) =  1）人々。
第二項はもともとの 𝑥 の値が 𝑥� よりも小さい就業
者のうち，転職のショックを受けてかつその後同
じカテゴリーにとどまる人々。具体的には，もと
もとの 𝑥 の値（𝑥�）が 𝑥� よりも小さい人々の中で，
新たな職のオファー 𝑥′ を受け，しかも 𝑥′ が 𝑥� よ
りも小さく，その中で転職するか同じ職に残ると
決めた（ℐ𝑠(𝑥�, 𝑥′, 𝑧 𝑡+ 1) +  ℐ𝑟(𝑥�, 𝑥′, 𝑧 𝑡+ 1) =  1）人々であ
る（ここで，𝑥 の値が下がるような転職は起こらない
という事実を使っている）。第三項は転職のショッ
クもレイオフのショックも受けなかった中で，も
ともとの 𝑥 の値（𝑥�）が 𝑥� よりも小さく，しかも
同じ職に残ると決めた（ℐ𝑒(𝑥�, 𝑧 𝑡+ 1) =  1）人々。
　それほど厳しくない条件の下で，𝑧 が一定のと
き，この経済は就業者と失業者の数，また就業者
の 𝑥 の分布が一定になる定常状態に収束すること
を示すことができる。定常状態での 𝑥 の分布を
𝑀� (𝑥)，就業者の数を ℰ� と書くと，上の式は（ノー
テーションの簡略化のため 𝑧 を省略し，また 𝑥� を 𝑥 と
書き直して）

𝑀� (𝑥)ℰ� =  𝜆𝑢�    ℐ𝑒(𝑥�)𝑑𝐺𝑢(𝑥�)(1−ℰ�) + 𝜆𝑒𝐺𝑒(𝑥)𝑀� (𝑥)ℰ�

+  (1−𝜆𝑒−𝛿)𝑀� (𝑥)ℰ�

と書くことができる。定常状態では 𝑥 より高いオ
ファーが来たときには必ずアクセプトするという
事実と一度職に就いた労働者が自発的に失業プー
ルに入ることはないという事実により，表現が大
幅に簡単になっている。オファーの分布が失業者
と就業者で同一，つまり 𝐺𝑢 = 𝐺𝑒 = 𝐺 のときには失
業者は 𝑥 ≥ 𝑏 のオファーをすべて受けるから，表
現が更に簡単にできて，

𝑀� (𝑥)ℰ� =  𝜆𝑢�𝐺(𝑥)−𝐺(𝑏)�(1−ℰ�) +  𝜆𝑒𝐺(𝑥)𝑀� (𝑥)ℰ�  
+  (1−𝜆𝑒−𝛿)𝑀� (𝑥)ℰ�

となる。lim𝑥→∞𝑀� (𝑥) =  lim𝑥→∞𝐺(𝑥) =  1 だから，ℰ� は
この場合

ℰ� =  
𝜆𝑢�1−𝐺(𝑏)� +  𝛿

と書くことができ，この表現を用いてその上の式
からそれぞれの 𝑥 について 𝑀� (𝑥) を（𝑥 ≥ 𝑏 のもと
で）

𝑀� (𝑥) =     
�(1−𝐺(𝑥)𝜆𝑒 +  𝛿� ℰ�

 =   
��1−𝐺(𝑥)�𝜆𝑒 +  𝛿��1−𝐺(𝑏)�

と解くことができる（ここでの表現から，𝜆𝑒 の上昇
が 𝑥 の定常分布の改善につながることが直接わか
る）。また，失業率は

𝒰�  = 1 − ℰ� =   
𝜆𝑢�1−𝐺(𝑏)� +  𝛿

である。それぞれの 𝑥 において 𝜆𝑒�1−𝐺(𝑥)� の割
合が転職するから，転職率は ∫𝜆𝑒�1−𝐺(𝑥)�𝑑𝑀� (𝑥)
によって計算できる。つまり，転職率は 3 つの要
因（𝜆𝑒 の値，𝑥 のオファー分布 𝐺(𝑥)，そして 𝑥 の定常
分布 𝑀� (𝑥)）によって左右される。
　ここで，定常状態から離れて，マクロ的なショ
ック 𝑧 が起きたときにモデル経済に何が起こるか
を考えよう。標準的な（例えばリアルビジネスサイ
クルモデルのような）景気循環モデルで想定され
るように 𝑧 を生産性ショックと考えると，𝑧 の上
昇はすべてのマッチ（職を持つ労働者）の生産性

𝑥�≤ 𝑥�

𝑥�≤ 𝑥� 𝑥′≤ 𝑥�

𝑥�≤ 𝑥�

𝑥�≤ 𝑥

𝜆𝑢�1−𝐺(𝑏)�

𝜆𝑢�𝐺(𝑥)−𝐺(𝑏)�(1−ℰ�)

𝛿�𝐺(𝑥)−𝐺(𝑏)�

𝛿
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を上昇させる。この部分は標準的な景気循環モデ
ルと同様である。ここでは，それに加えて，最初
の設定のとおりオファーと解雇の確率 𝜆𝑒，𝜆𝑢，𝛿
が 𝑧 に依存するとしよう。対応する労働者の動き

（上の図 1 と付論の図 2 ～図 4 を参照）を考えると，
𝜆𝑒 と 𝜆𝑢 が 𝑧 の増加関数，𝛿 が 𝑧 の減少関数と考え
るのが自然である。
　では，このような仮定のもとで，𝑧 にプラスの
ショックがあった時，経済には何が起きるだろう
か。まずは機械的な変化を考えるために，就職や
転職に関する労働者の最適化行動は（𝑥 の関数と
しては）変わらないとしよう。𝜆𝑢 が上昇するため，
失業者はより頻繁にジョブオファーを受けること
になる。したがって，失業から就業へのフローは
増加する。同時に，𝛿 の減少により，就業から失
業へのフローは減少するから，こちらも失業率を
減少させる効果を持つ。以上の二つの効果は転職
のないサーチモデルでも同様である。また，転職
のオファーの頻度 𝜆𝑒 が上昇することで，転職率
が機械的に上昇する。
　次に，𝑧 ，𝜆𝑒，𝜆𝑢，𝛿 の変動に影響されて労働者
の行動が変化することの効果を考えよう。まず，𝑧 
が上昇することで，より低い 𝑥 であっても失業よ
り就業の方が有利になり，失業率はさらに下が
る。この 𝑧 の上昇の効果は賃金上昇に対する労働
供給側の反応と解釈することができる。𝜆𝑢 の変化
は，例えば Diamond-Mortensen-Pissarides モデ
ル（例えば，Pissarides 2000 を参照）のようなメカ
ニズムを背後に考えると労働需要の変化の一つの
現れと解釈できる。𝜆𝑢 の上昇は賃金上昇とは逆
に，労働供給側に低い 𝑥 のオファーは見送って次
のオファーを待つインセンティブを与える。これ
は通常の McCall 型の部分均衡サーチモデル（こ
のようなモデルに関しては例えば McCall 1970 や
Mukoyama and Şahin 2009 を参照）でも生じる効
果である。同時に，𝜆𝑒 が上昇すると仕事がある人
が新たな職を見つけやすくなるため，（𝜆𝑢 の効果
とは逆に）失業者に「低い 𝑥 のオファーでもとり
あえず仕事を受けておこう」と思わせる効果を持
つ。例えば，特殊ケースとして常に 𝜆𝑢 =  𝜆𝑒 が成
り立つ場合を考えてみると，失業しているか就業
しているかは「次のジョブオファー」をもらう頻

度に影響を持たない。したがって失業者は 𝑧  + 𝑥
と 𝑏 との相対的な大きさによってのみ就業するか
どうかを決めることになり，𝜆𝑢（= 𝜆𝑒）の値は失業
から就業へのフローに影響を及ぼさない。この意
味で，𝜆𝑢 と 𝜆𝑒 の同方向への変化は，労働供給に対
して相互に相殺しあう効果を持つ。
　最後に，上記の個人レベルでの行動変化の結果
として，就業者全体でのマッチの質（𝑥）の分布
𝑀𝑡(𝑥) が時間を通じて変化する。一つ目の変化と
しては，𝑧 の上昇による労働供給効果により，好
況期には 𝑥 の小さい（「質の低い」）マッチでも受
け入れられるようになるが，このようなマッチは
不況になるとまず最初に解消されることとなる。
もう一つの大きな変化は，𝜆𝑒 が上昇することで労
働者がジョブラダーを上るスピードが速くなり，
𝑥 の分布が全体として改善することである。
　Baydur and Mukoyama （2020） は，米国のデ
ータと上記のタイプのジョブラダーモデルを用い
て，景気循環の異なった局面でどのようなマッチ
が作られるかを分析している。まず，米国のデー
タを用いた分析により，好況期に作られたマッチ
は（不況期に作られたマッチに比べて）労働者が転
職する形で将来解消される可能性が低い一方，労
働者が失業する形で将来解消される可能性が高
い，ということが示された。このようなデータの
振る舞いは，定性的には上記のジョブラダーモデ
ルの直観と整合的である。好況期にはすでに 𝑥 の
分布が良くなっているため，そこから転職によっ
て作られる新たなマッチがさらなる転職によって
解消される可能性は少ない。一方，𝑥 の分布の底
辺では，好況期にしか維持できないマッチも作ら
れるため，そのようなマッチは不況が来ると労働
者が失業する形で解消されることになる。定量的
には，このようなメカニズムではデータの動きを
すべて説明することはできないが，上記のモデル
を拡張してマッチが 𝑥 の他に職の安定性 𝛿 にも異
質性を持ち，さらに 𝑥 と 𝛿 双方のオファー分布が
𝑧 に依存すると仮定することでデータの動きが定
量的にも説明できることがわかった。また，定量
的なモデルからは，好況期に作られるマッチは平
均的に 𝑥 が高い一方でより不安定である（𝛿 が大
きい傾向がある），という結論が得られた。
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　マッチの質 𝑥 は（少なくとも部分的には）生産
性を反映する，という観点から見ると，𝑥 の分布
の変化は，ミスマッチ（「適材適所」からの乖離）
を通じてマクロ的な生産性にも影響を及ぼすと考
えられる。特に，上のジョブラダーモデルを考え
ると，不況期に 𝜆𝑒 が低下することで転職が難し
くなることは，不況期に生産性を低下させる一つ
の要因となるのではないかと想像できる。Barlevy 

（2002）は，このようなメカニズムを“the sullying 
effect of recessions” と呼んだ。このネーミング
は，不況期に「悪いマッチ」が解消されることで
全体の生産性が上がるという“the cleansing effect 
of recessions” の議論と対比させることを意図し
てつけられたものである（the cleansing effect of 
recessions については，例えばCaballero and Hammour 
1994 を参照）。上のモデルからの直観は，ジョブ
ラダーモデルでは “the cleansing effect” と “the 
sullying effect” の双方が存在しうることを示唆し
ている。Mukoyama （2014） はジョブラダーモデル
を用いて，2009 年から 2011 年までの低い転職率
は，年に 0.4％から 0.5％ほど生産性を押し下げる
効果があったと推計している。また，Krusell et 
al. （2017） のモデルでは，転職の可能性の変化が，
労働供給のインセンティブに対してマクロ的な生
産性ショックと同じような影響を与えることが示
されている。

Ⅳ　お わ り に

　本稿では，マクロ経済学的な視点から労働者の
転職に関するいくつかの論点を紹介した。まず，
米国における転職の計測とデータに見られる時系
列的な特徴を描写し，景気循環と転職とのマクロ
的な時系列な関連から示唆される転職のメカニズ
ムを議論した。それから，簡単なジョブラダーモ
デルを用いて，転職と景気循環，またマクロ的な
生産性との関連についていくつかの研究を紹介し
た。
　本稿では直接取り上げなかったが，転職率はラ
イフサイクルのステージに応じて大きく変化す
る。Cajner, Güner and Mukoyama （2021） は CPS
を用いて（他の労働市場のフローとともに）転職の

フローを推計しているが，20 代前半の労働者の転
職率が月に 3％以上であるのに比べ，40 代以上の
転職率は月に 2％以下である。このようなライフ
サイクル上の転職率の変化は，ミクロ的な労働者
のキャリア形成に加え，マクロ的な労働者の再配
分という意味でも，政策の効果やその異質的な影
響を分析する上で大きな影響を持つと考えられ
る。
　転職のマクロ経済学に関しては，他にも近年多
くの文脈で研究が進められてきている。例えば，
転職が賃金のダイナミクスにどのような影響を与
えるか，という課題にはさまざまな側面から検討
が加えられている。Jung and Kuhn （2019） は，一
度解雇を経験するとジョブラダーを再び下から上
っていかないといけないというダイナミクスが失
業後の大幅で継続的な所得下落を説明すると議論
している。Hubmer （2018） は，ジョブラダーの存
在が労働所得成長率の 3 次のモーメント（歪度）
や 4 次のモーメント（尖度）に関する実証的なパ
ターンを説明するのに役立つことを示している。
　転職による賃金の上昇は，企業側から見るとコ
ストの上昇と見ることもできる場合がある。この
点からは，転職の頻度とインフレーションとの間
に関連を考えることもできよう（Moscarini and 
Postel-Vinay 2019） は転職とインフレーションの分析
の一例である）。転職者と失業者がポストを争うと
いう観点からは，転職と失業との相互作用につい
てもさらに研究の余地はあると考えられる。ま
た，生産性という観点からは，長期的な経済成長
への影響も考えるべき課題であろう。クロス・カ
ントリー比較も含め，このようにインフレーショ
ン・失業・経済成長といった伝統的なマクロ経済
学のトピックについて，転職との相互作用という
視点からさらに多くの研究が進むことが期待され
る。

付　　論

　図 1 におけるFallick and Fleischman （2004） の
転職率はhttps://www.federalreserve.gov/econres/ 
feds/employer-to-employer-flows-in-the-us-labor-
market-the-complete-picture-of-gross-worker-
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flows.htm からダウンロードされたものである。
　図 1 における LEHD の転職率は国レベルでの
転職数を総雇用で割ることで計算されている。転
職数は，米国センサス局の J2J Explorer （https://
j2jexplorer.ces.census.gov/）において “Separations 
from” “National （50 states + DC）” “All NAICS 
Sectors” を選択し，Table 作成時にRows に“Year/ 
Quarter” を，Columns に “None” を選択，さらに
期間を 2000 年 Q3 から 2020 年 Q2 と指定した。
総雇用数は同じくセンサス局の QWI Explorer

（https://qwiexplorer.ces.census.gov/static/explore.
html）から，Geography Level を “United States”
に，Indicator を “Emp – Beginning of Quarter 
Employment Counts” に，“X-Axis” を “Quarters”
に，Group を “No Group” に指定，さらに期間を
2000 年 Q3 から 2020 年 Q2 としてデータをダウ
ンロードできる。
　双方とも，四半期の離職率（CPS の場合は対応
する 3 カ月の月次離職率の和）を計算したのち，季
節調整を（Q4 を基準として）四半期ダミー変数に
回帰した要因を取り除くことで行っている。
　図 2 から図 4 では，Fallick and Fleischman 

（2004） のデータセットより，「就業」「失業」「非
労働力」のそれぞれの間のフロー率を，上記と同
様に 3 カ月の月次フロー率の和を計算したのち季
節調整を行ってプロットしている。フロー率は移
動した労働者の数を出発点との比率で示してい
る。例えば，「就業から失業へ」のフロー率は，

「時点と時点との間で就業から失業へ移動した労
働者の数」を「時点での就業者の数」で割ったも
のである。
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